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エスニック・メディアと移民言語：在日中国人の事例
中野克彦（立命館大学非常勤講師）

在日中国人の事例を中心に、エスニック言語と主流言語との関係性に焦点をおきつつ、エスニック・メディアの言語使用の特徴に関する考察をおこなう。

在日中国人の言語活動については、その使用状況および維持状況をはじめ、さまざまな先行研究がおこなわれてきた。これらの研究成果をふまえながらも、在日中国人の人口が急増するなかで、急激に変化し続ける言語状況について、多様なアプローチによる研究が現在、必要とされている。本発表はその試みのひとつであり、とくにエスニック・メディアを通じて言語活動の変容の一端を把握しようという点に特徴がある。

エスニック・メディアは自言語での情報の授受を可能にする媒体であるだけではなく、同胞を中心とするエスニック・ネットワークの形成にも役割を果たしていると指摘されている。それと同時に、ここで注目されるのは、エスニック・メディアにおける異言語・異文化の接触・交流状況である。その発行の基盤であるエスニック・コミュニティが、主流社会との関係を形成・維持する限り、エスニック・メディアの言語使用においても、主流言語との接触はさけられないからである。その言語的特徴が、エスニック・メディアやエスニック・コミュニティにおいて、いかなる社会的意義を有しているか、という点を検討することは、エスニック・コミュニティの言語状況の変化をとらえるうえでも有意義であると考えられる。
もちろん、エスニック・コミュニティと主流社会との言語的接触といっても、両者の関係性とその歴史的背景によって、さまざまな局面と段階がありうる。それにおうじて、エスニック・メディアの言語的活動はさまざまな様相を呈する。それゆえ本発表では、議論の展開のために、新華僑（改革開放以降に来日・定住した人びと）のコミュニティおよび新華僑を主な対象に発行されたエスニック・メディア（新聞）に分析の焦点をおく。
新華僑のエスニック・メディアを概観すると、上述のように同胞コミュニティと主流社会との関係を反映して、多様な言語使用がみられる。たとえば、ほぼ母語のみで発行されるケースと、母語と主流言語の両言語で発行される場合とがあり、それらはコミュニティにおける当該媒体の機能の相違を反映している。また、記事には新華僑の言語状況の変容を反映した表現等が観察される。こうした状況をふまえつつ、本発表では、代表的なエスニック・メディアを数紙とりあげ、発行趣旨と想定読者の社会的属性、さらには当該媒体のエスニック・コミュニティにおける位置づけにもとづく分類化を試みた上で、その言語的特徴を考察する。以上を通じ、移民言語と主流言語つまり日本語との関係性を、メディアの事例をもとに検討するための、ひとつの視座を提供したい。
日本語使用によるハワイのローカル・アイデンティティー構築

古川敏明（ハワイ大学マノア校言語学研究科博士課程）
　言語学は通時的な言語変化とともに共時的な言語変種について論じてきたが、日本語についても通時的および共時的な側面から研究が進められてきた。通時的な言語変化を分析対象とする歴史言語学に対し、社会言語学は日本語の共時的な差異を主たる分析対象としてきたが、日本から海外への移民、そして海外から日本への外国人労働者の流入などにより、日本語の「多言語化」とでも呼ぶべき現象が生まれている現在、日本語の共時的側面に関する新たな研究の必要性が高まっている。本発表では19世紀から20世紀にかけて日本から移民が流入したハワイの現代社会に着目し、ハワイのローカル・コメディーという極めてパフォーマンス性の高いコンテクストにおける日本語使用とその変容を分析するとともに、ハワイにおける日本語の所有権の問題についても論じる。
ハワイは多言語・多民族社会であり、19世紀以降、中国、太平洋島嶼国、ポルトガル、ノルウェー、ドイツ、日本、フィリピン、プエルトリコ、朝鮮半島、ロシア、スペインなどから移民が流入した。また、2000年のアメリカ国勢調査によれば、2つ以上の人種を選択した回答者は約20％に達し、全米平均が2％に満たないのと対照的である。ハワイは1959年に準州から50州目の州となり、本土からの人口が流入することによってさらなるアメリカ化へ舵が切られた。しかし、本土における公民権運動とその影響を受けた先住ハワイアンの主権回復運動の高まりに伴い、1970年代には多民族社会ハワイにおけるローカル性を描く文学、音楽、コメディー作品が広く生み出されるようになった。ローカル性はアメリカ本土と対象をなす概念であり、先住ハワイアン・アイデンティティーを包摂することもあれば、排他的な関係になることもある。
　大衆文化としての文学、音楽、コメディーの諸ジャンルでは、ハワイにおける民族集団のステレオタイプと政治的公正さをめぐる議論が行われてきた。特にフィリピン系移民に対するステレオタイプを批判する論者（e.g., Fujikane, 2000）は日系作家Lois-Ann Yamanakaの小説における登場人物描写を問題視した。一方、コメディーではポルトガル系コメディアンとして知られるFrank DeLimaによるフィリピン系にまつわるパフォーマンスが批判の対象となった（Labrador, 2004）。Fujikane（2000）とLabrador（2004）に共通するのは、フィリピン系にまつわる描写やジョークはフィリピン系住民を他者化する差別的な行為であるという議論である。
しかし、コメディーに限れば、Labrador（2004）はコメディアン自身の人種的ハイブリッド性や彼らが相互行為としてのパフォーマンス中に使用する多様な談話戦略に関する詳細な分析を行っていない。また、パフォーマンス以外のコンテクストにおけるコメディアンや聴衆によるユーモアに関する語りも精査してこなかった。本発表では特にコメディアンAndy Bumataiのパフォーマンスとインタビューそれぞれにおける借用語としての日本語語彙使用が日系アイデンディティー構築ではなく、アメリカ本土のユーモアの対立概念としてのローカル・ユーモアおよびそれと結びつくローカル・アイデンティティー構築のために動員される過程を精査する。日系ではないBumataiが日本語の語彙を用いることにより、ステージ上だけでなく、日常生活においても顕著に現れるローカルと非ローカルの関係性を再生産できるのは、特定の日本語語彙がハワイ英語のレパートリーの一部となる変容の過程を経ているからに他ならない。

海外における日本語教育の様相に見る「現地語」の格差
－日本語教師に「外国語能力」はどこまで必要か－
平畑奈美（滋賀大学国際センター）
日本が国策として推進する、海外における日本語は、海外の人々の日本への理解を深め、日本のプレゼンスを示すことなどを目的として行われてきた。しかし近年は、日本に受け入れる留学生や労働者、移民の来日前教育としての性質が重視されるようになりつつある。そうした海外における日本語教育を担う日本語教師は全世界で49,844人、うち母語話者教師数は14,044人（国際交流基金 2009）で、教師数全体の約３割という高い割合を占める。しかし、内閣はじめ各省庁が、諸外国との関係構築のために「外国人に対する日本語教育を抜本的に強化する」（平成22年6月「『東アジア共同体』構想に関する今後の取り組みについて」）といった提言を繰り返しているにもかかわらず、海外で効果的に活動できる日本語教師を育てる取り組みというものは特に進められていない。それどころか、日本国内において「日本語教師」は未だ公的資格として認定されていないのが現状であるが、便宜的に「日本語教育能力検定試験」の合格、あるいは大学や大学院での専門的学習経験の保有をもって日本語教師の資格と見なす場合が多い。だが、これらの基準のいずれにおいても欠如しているのが日本語教師に外国語能力を問う姿勢である。
多国籍学習者が同時に学ぶことが多い国内の学習環境では、直接法による日本語教育が可能であるが、海外の日本語教育現場では事情は当然異なる。一方、日本語教育学の領域では、日本語教師の必須要件として、教育学の分野で主流となりつつある「教師間の協働」能力を求める声が高まりつつある。だが国内はさておき、非母語話者教師との活動が中心となる海外の教育現場では、外国語（現地語）能力を持たない母語話者日本語教師は、「教師間の協働」を実践することは実質的に不可能であることを、平畑は過去の一連の研究において指摘している。
こうした状況の中、今回、世界26カ国母語話者・非母語話者日本語教師を対象に、現地に赴任する母語話者日本語教師に期待する能力を問うインタビュー調査を実施したところ、41名中29名のインタビュイーが、現地語の能力を期待することが明らかとなった。また26カ国のうち、英語・仏語・独語・スペイン語を母語（公用語）とする国々では、母語話者日本語教師に、現地の母語話者と同等レベルの現地語能力を求めるが、それ以外の国々では、「ある程度」の現地語能力を求めること、その理由は、教授活動の円滑化に加え、母語話者日本語教師の現地への「見下し行為」に起因する「言語の格差」問題の解消、さらには母語話者日本語教師と現地社会との乖離の低減につながると期待されているためであることが判明した。本発表においては、これらの結果に基づき、海外で活動する母語話者日本語教師の外国語能力伸長の必要性を論じ、来日前予備教育としての日本語教育の質的向上の道を探りたいと考えている。
地方都市活性化政策により出現した多言語社会の現状
観光と大学誘致による外国人受け入れ政策を選択した別府市の事例
柿原武史（大分大学経済学部）
　本研究は、人口減少と高齢化に直面する地方都市が、外国人観光客と留学生を受け入れることで活性化を図ろうとする場合に見られる急激な言語環境の変化について考察しようとするものである。
　本研究で事例として取り上げる大分県別府市は、大分市に次ぐ大分県内第二の都市であるが、1980年代前半をピークに人口は減少傾向にある（1981年8月：134,479人→2010年12月：120,536人）。こうした中、同市は過疎問題の解消のため、大学誘致と外国人観光客の受け入れ拡大を積極的に推進する政策を採ってきた。
　2000年に開学した立命館アジア太平洋大学は学生の半数を留学生が占めるという日本で初めての本格的国際大学として全国的に有名である。開学10年を経過した現在、85ヶ国から2,837人の留学生（2010年11月）を受け入れている。
　一方、別府市は古くから温泉観光地として発展してきたが、1980年代以降、団体旅行を中心に観光客が減少し、衰退しつつあった。こうした中、日本政府が観光庁を設置するなど、観光重視の政策を打ち出し、これと連動して別府市でも外国人観光客の受け入れ拡大に取り組むようになった。韓国での温泉人気や中国の経済成長の影響もあり、両国を中心に国外からの観光客は増加し、2009年には年間16万人が来訪するに至っている。
　これらの施策の結果、観光客だけでなく、定住者も増加しており、2010年の別府市における登録外国人数は約4,600人に達している。特に留学生の存在は大きく、2009年度には大分県の人口10万人当たりの留学生数が346人で日本一になった事は大きく報道された。
　短期間での外国人急増を受け、受け入れ社会の言語使用はどのような変貌を遂げたのだろうか。本研究ではまず、これらの施策を推進してきた行政の多言語化施策について考察する。具体的には、観光客と定住者に向けてどのような言語サービスを提供しているのかを調査する。関係機関での聞き取り調査、観光地と外国人住民集住地区における言語景観観察を行うほか、公的機関が公表した各種調査結果の分析も行う。次に、定住者への言語サービスが実際にどのように提供されているのかを調査すべく、集住地区の学校での外国人児童生徒を対象とした教育の取り組みについて聞き取り調査を行う。これらの調査から、外国人観光客と長期滞在者である留学生が同時に急増する地方都市における言語環境の現状を明らかにし、性質の異なる2種類の外国人に対して、異なる目的で異なる人々が実施する多言語化施策がどのような結果をもたらしうるのか、その成果と課題について考える。
　外国からの観光客の受け入れ拡大と、経済活性化や少子化対策としての外国人受け入れ政策に関する議論が行われている現在の日本において、別府市の現状は日本の将来を考える上でも参考になる事例となるのではないだろうか。

ベルギーのフランス語共同体の政策を例に言語の「多言語化」を考える：
「母語話者のもの」から「みんなのもの」へ
石部尚登（東京外国語大学）
言語多様性には、当該社会（国、地域）における言語の多様性と、そこで用いられている言語自体の多様性というふたつの側面が存在する。両者は独立に成立するものではなく、前者の言語間多様性が上昇すれば、言語接触の場が増え、後者の言語内多様性も必然的に上昇するという関係にある。ここに、多言語社会の構築のためには、「社会」の多言語化のみならず、同時に「言語」の多言語化をも肯定的に評価する姿勢が求められる理由がある。
しかしながら、人の移動の増大という物理現象を伴うために目につきやすい前者に対して、現象としては生じているはずの後者には、意識が向かわない傾向がある。本発表では、ベルギーのフランス語共同体の言語政策を例として、そうした多様な言語話者の共存に起因する言語の「多言語化」をいかに政策に反映させることが可能なのかについて考察する。
ベルギーは複数の公用語をもつ国家であることなど、日本と言語的な前提がおおきく異なるともいえるが、言語圏ごとに見れば単一言語主義を採用している。さらに、南部のフランス語共同体は、規範への圧力の高いフランス語を公用語とし、また古くからの言語政策の経験や移民受け入れの長い歴史を有するという特徴がある。
さて、そのフランス語共同体では、1990年代より、地域語の承認や移民の「出身国の言語文化」学習の学校教育への導入など、域内の言語間多様性の擁護にかかる政策は行われてきた。一方で、公用語のフランス語については、公的言語機関であるフランス語局が設立されたものの、その内的多様性には関心が向けられてこなかった。しかし、2001年にフランス語局が参加したセミナーで採択された「勧告」により状況は変化することになった。
「勧告」では、それが母語であるか、第二言語であるか、外国語であるかを問わず、フランス語を「共通の言語」として「みんなの問題」と捉える新しいフランス語観が示され、また移民へのフランス語教育においてそれ以前に習得していた知識や母語の能力を重視する姿勢が示された。これを受けて、2003年から、フランス語共同体では「言語への気づき」に関する授業が学校教育に導入されることになった。また2007年には、諮問機関の「フランス語高等評議会」が「フランス語・言語政策評議会」へと改変され、言語政策への関わりが強化されると同時に、その任務に移民の言語問題への政策提言がくわえられた。
まだ実質的な効果が出ているとはいえない状況ではあるが、従来、母語話者（さらにいえばフランス、パリの母語話者）の専有物であったフランス語を、移民を含めたあらゆる住民が関与するものへと開放し、公用語（国語）の問題を扱う公的言語機関が同時に移民の言語問題に携わっていくという理念の表明とそれに付随する制度設計の流れは、日本において「日本語の多言語化」を肯定する環境を創り出するうえで、ひとつの可能性を提示するものであろう。
「明治にみる横浜の言語景観」

早坂直記（明海大学大学院生）

本研究は，明治の横浜の言語景観を明らかにしたものである。異文化と触れ合うことによる意識の変化を言語景観から考察した。資料には，明治時代の絵葉書を使用した。調査の方法として，地域を定め，表記法，文字種，言語種，業種の4つの観点から考察した。

横浜を取り上げた理由として，その背景が挙げられる。安政6年(1859)に開港した地域は，横浜の他にも，長崎・函館・神戸・新潟がある。それぞれに居留地が造られることになったが，その中でも横浜は約44万坪(133ヘクタール)と最大規模の大きさであった。また，慶応2年(1866)に火災が起こり，壊滅的な打撃を受ける。しかし，その再建をきっかけに，住宅地と商工業地区と区分けがされるようになる。このように，規模が大きい面や，災害を経験した地域ということが特徴である。

　明治時代の言語景観から明らかになった点は以下の3点である。

①表記法において，外国人居留地と関外では，表記が異なっていた。外国人居留地では，左から始まる横書きが多いのに対し，関外では，縦書きや右から始まる横書きが多いことがわかった。

②文字種・言語種において，関外　→　日本人居住区　→　外国人居留地の順に多言語化が進んでいたことがわかった。関外では，アルファベット表記がほとんど見られないのに対し，外国人居留地では，アルファベットの知的，つまり情報伝達を主な目的とする表記が多く見られた。

③業種においても，外国人居留地と関外で，異なっていた。外国人居留地では，貿易を目的とした商社や各国の領事館が多いのに対して，関外では，日本人を相手とした小売店や娯楽施設が多いことがわかった。

　このように，同じ横浜といっても，居留地と関外とでは，外国語使用において，差があることがわかった。今後の課題として，横浜以外の開港地も調査を行い，開港地における言語表記の変化を明らかにしていくことが挙げられる。
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